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第１章 はじめに 

第１章 はじめに 

 

１ 計画策定の背景 

 

 公営住宅等は、住宅不足の解消や住宅に困窮している村民への居住先の確保に対応するた

め、村の住宅政策において重要な役割を果たしてきました。 

 

 平成３１年３月３１日現在の管理戸数は「６棟１０戸」となっていますが、村内の住宅事

情、居住ニーズ、人口減少、世帯の核家族化、生活スタイルの多様化等の社会情勢の変化に

加え、「公営住宅等長寿命化計画策定指針（国土交通省住宅局住宅総合整備課）」（以下「策定

指針」という。）が平成２８年８月に改定となり、公営住宅等のストック状況や事業の進捗状

況及び村の財政状況等を勘案し、公営住宅等の役割を踏まえた需要を把握するとともに、建

物の点検の強化や早期の修繕・改善等により、建物にかかるコスト削減や財政負担軽減を図

るため、計画の策定が求められています。 

 

 また、公営住宅整備事業等補助要領（平成８年８月３０日建設省住備発第８３号）におい

て、「公営住宅整備事業及び準公営住宅整備事業は、公営住宅等長寿命化計画に基づいて行わ

れるものであること」と規定されています。したがって、交付金、補助金の種別によらず、

公営住宅等長寿命化計画は当該事業に対する補助の前提となる計画となります。 

 

■公営住宅整備事業等に対する補助（平成２７年度末時点） 

交付金 ・社会資本整備総合交付金 

・防災・安全交付金 

補助金 ・地域居住機能再生推進事業 

・公的賃貸住宅長寿命化モデル事業 

 

 

  

-1-



 

 

第１章 はじめに 

２ 計画の策定 

 

(１) 策定の目的 

 既存の公営住宅等を適切な住環境に保ち、村内の住宅需要や入居率・応募倍率等を勘

案しながら、長期間にわたって安心安全で効率的かつ効果的に活用するため、予防保全

の観点から各住棟別に活用計画や修繕・改善の計画を定め、長寿命化に向けた計画的な

維持管理を実施するため本計画を策定します。 

 

(２) 計画の位置づけ 

 本計画は、「佐井村長期総合計画」の下位計画に係る「公共施設等総合管理計画」に関す

る個別計画として位置付けます。 

 

住生活基本計画(全国計画) 

[国土交通省] 

      インフラ長寿命化基本計画 

[国土交通省]       

                  

青森県住生活基本計画 
            

            

      佐井村 

長期総合計画 

      

            

            インフラ長寿命化計画 

(=公共施設等総合管理計画)            

                  

佐井村住宅マスタープラン 

(現：住生活基本計画) 

      個別計画 

(本計画)       

 

(３) 計画期間 

 本計画の計画期間は、令和２年度から令和１１年度までの１０年間とします。なお、今

後の社会経済情勢の変化及び施策効果に対する評価を踏まえ、必要に応じて見直しを行い

ます。 

 

計画期間：令和２年度 ～ 令和１１年度     目標年次：令和１１年度 

 

 また、本計画の策定においては、３０年程度の中長期的な視点に立ち、将来の活用を見

据えた計画期間の事業手法を選定することから、計画期間以降の１１年目から３０年目ま

での期間も構想期間として策定の中に反映します。 
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第１章 はじめに 

（４）計画策定のフロー 
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第２章 佐井村の現状 

第２章 佐井村の現状 

 

１ 人口・一般世帯の状況 

 

(１) 人口 

・ 国勢調査によると、平成７年の「３,１７３人」から５年ごとの調査において減少してお

り、平成２７年では「２,１４８人」となっています。 

 

・ 人口の推移を年齢別に見ると、平成２７年での０～１４歳は「１９１人（８.９％）」、 

１５～６４歳が「１,０８４人（５０.５％）」、６５歳以上が「８７３人（４０.６％）」とな

っています。平成７年からの５年ごとの推移は、０～１４歳と１５～６４歳は減少、一方、

６５歳以上は増加の傾向にあります。 

 

・ 国立社会保障・人口問題研究所が平成２５年３月に推計した年齢（５歳）階級別「日本

の地域別将来推計人口」による人口は、平成２２年から令和２２年までの３０年間にお

いて５年ごとに減少するとしています。平成２２年では「２,４２２人」ですが、令和 

２２年では「１,２５２人」まで減少、３０年間で半減すると推計されています。 

 

・ 人口の推計を年齢別に見ると、０～１４歳、１５～６４歳、６５歳以上ともに減少と推

計していますが、減少の割合は０～１４歳で「約７割」、１５～６４歳では「約６割」、

６５歳以上は「約４割」となり、我が国の重要な課題である「人口減少、少子・高齢化」

と同じ傾向が出ています。 
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第２章 佐井村の現状 

 

 

  

◆人口の推移 （単位：人）

 
1995 年 

（H7 年） 

2000 年 

（H12 年）

2005 年 

（H17 年）

2010 年 

（H22 年）

2015 年 

（H27 年）

 総数 3,173 3,010 2,843 2,420 2,148 

年
少
人
口 

0～4 歳 120 99 109 56 39 

5～9 歳 163 113 110 92 60 

10～14 歳 211 155 116 106 92 

生
産
年
齢
人
口 

15～19 歳 115 136 120 59 77 

20～24 歳 95 114 97 44 50 

25～29 歳 134 118 131 69 58 

30～34 歳 142 144 127 104 68 

35～39 歳 177 139 135 122 83 

40～44 歳 253 172 132 128 107 

45～49 歳 238 261 175 131 123 

50～54 歳 244 242 257 168 124 

55～59 歳 233 246 226 241 167 

60～64 歳 264 221 235 207 227 

老
年
人
口 

65～69 歳 257 249 203 212 201 

70～74 歳 222 231 226 192 191 

75～79 歳 139 188 206 183 160 

80～84 歳 104 102 145 162 149 

85～89 歳 42 62 70 107 108 

90～94 歳 19 13 19 32 50 

95～99 歳 1 5 3 5 11 

100 歳以上 0 0 1 0 2 

不詳 0 0 0 0 1 

0～14 歳 494 367 335 254 191 

15～64 歳 1,895 1,793 1,635 1,273 1,084 

65 歳以上 784 850 873 893 872 

 うち 75 歳以上 305 370 444 489 480 

不詳 0 0 0 0 1 

 ※国勢調査
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第２章 佐井村の現状 

 

 

  

◆人口の推計 （単位：人）

 
2010 年 

（H22 年） 

2015 年 

（H27 年） 

2020 年 

（R2 年） 

2025 年

（R7 年） 

2030 年

（R12 年）

2035 年

（R17 年）

2040 年

（R22 年）

 総数 2,422  2,190 1,980 1,780 1,595 1,416 1,252 

年
少
人
口 

0～4 歳 56  47 37 33 28 26 24 

5～9 歳 92  54 46 37 32 27 26 

10～14 歳 106  88 53 45 36 31 27 

生
産
年
齢
人
口 

15～19 歳 59  68 67 39 34 27 24 

20～24 歳 45  48 60 58 35 29 23 

25～29 歳 69  56 55 68 64 41 35 

30～34 歳 105  68 56 56 68 64 41 

35～39 歳 122  104 69 55 56 67 64 

40～44 歳 128  119 101 67 54 55 66 

45～49 歳 131  130 120 103 69 56 56 

50～54 歳 168  131 130 121 103 70 57 

55～59 歳 241  165 128 127 119 102 69 

60～64 歳 207  231 158 124 125 116 99 

老
年
人
口 

65～69 歳 212  196 218 150 118 119 111 

70～74 歳 192  197 184 203 140 112 113 

75～79 歳 183  167 174 162 180 125 100 

80～84 歳 162  147 137 144 136 150 104 

85～89 歳 107  114 108 102 109 104 113 

90 歳以上 37  60 79 86 89 95 100 

0～14 歳 254  189 136 115 96 84 77 

15～64 歳 1,275  1,120 944 818 727 627 534 

65 歳以上 893  881 900 847 772 705 641 

 うち 75 歳以上 489  488 498 494 514 474 417 

※国立社会保障・人口問題研究所：年齢（５歳）階級別「日本の地域別将来推計人口」（平成２５年３月推計）
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第２章 佐井村の現状 

◆年齢区分別割合の推移 

 

 

  

 

  

推計値 
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第２章 佐井村の現状 

(２) 一般世帯 

・ 国勢調査による一般世帯数の推移は、平成７年は「１,０７５世帯」、平成１２年では 

「１,０７７世帯」と横ばいで推移していますが、平成１２年をピークに平成１７年の 

「１,０２２世帯」から減少に転じ、平成２７年では「９０４世帯」となっています。 

 

・ 一世帯当たり平均人員（人口÷一般世帯数）は、平成７年では「３.０人（３,１７３人÷

１,０７５世帯）」、平成２７年は「２.４人（２,１４８人÷９０４世帯）」となり、減少傾

向にあります。 

 

・ 策定指針のストック推計プログラムによる一般世帯数の推計は、平成２２年は「９８５

世帯」、令和２２年では「６４４世帯」となることから、平成２２年から令和２２年まで

の３０年間において３分の２程度まで減少する結果となっています。 

 

・ 一般世帯数の推計から一世帯当たりの平均人員を割り出すと、平成２２年は「２.５人 

（２,４２２人÷９８５世帯）」、令和２２年では「１.９人（１,２５２人÷６４４世帯）」 

となり、一世帯当たり平均人員が減少することから、核家族化がますます進行すること 

となります。また、全体的に高齢者世帯の割合が高くなる傾向にあります。 

 

一般世帯とは、住居と生計を共にしている人々の集まり又は一戸を構えて住んでいる単身者を指し、

寮や寄宿舎の学生、病院等の入院者、社会施設の入所者等は該当しない。 
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第２章 佐井村の現状 

◆一般世帯数の推移 （単位：世帯）

 1995 年 

（H7 年） 

2000 年 

（H12 年） 

2005 年 

（H17 年） 

2010 年 

（H22 年） 

2015 年 

（H27 年） 

総数 1,075  1,077 1,022 985 904 

15 歳未満 0  0 0 0 - 

15～19 歳 1  0 0 0 2 

20～24 歳 18  12 10 7 11 

25～29 歳 18  34 22 11 17 

30～34 歳 41  24 31 25 11 

35～39 歳 56  41 27 42 16 

40～44 歳 91  65 47 43 37 

45～49 歳 97  111 72 57 43 

50～54 歳 128  120 118 85 59 

55～59 歳 128  139 114 129 91 

60～64 歳 140  119 131 116 124 

65～69 歳 137  139 108 118 122 

70～74 歳 104  122 131 108 112 

75～79 歳 63  87 111 105 94 

80～84 歳 43  44 67 88 88 

85 歳以上 10  20 33 51 76 

不詳  0 1 

※国勢調査
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第２章 佐井村の現状 

 
◆人口・一般世帯数・世帯当たり人員の推移 

 

（国勢調査、ストック推計プログラム） 

◆一般世帯数の推計 （単位：世帯）

世帯主 

の年齢 

2010 年

（H22 年）

2015 年 

（H27 年） 

2020 年

（R2 年） 

2025 年

（R7 年） 

2030 年

（R12 年）

2035 年

（R17 年）

2040 年

（R22 年）

総数 985 936  889 835 771 707 644 

20 歳未満 0 0  0 0 0 0 0 

20～24 歳 7 6  6 6 3 3 2 

25～29 歳 11 9  10 14 11 9 8 

30～34 歳 23 14  10 11 12 12 8 

35～39 歳 46 29  21 16 18 20 17 

40～44 歳 42 46  39 28 21 22 27 

45～49 歳 56 54  59 48 34 28 30 

50～54 歳 94 65  64 69 56 42 33 

55～59 歳 138 94  68 65 72 58 44 

60～64 歳 115 140  100 71 70 77 61 

65～69 歳 116 107  125 87 62 61 64 

70～74 歳 103 114  110 129 91 67 67 

75～79 歳 100 96  104 100 120 86 67 

80～84 歳 85 80  76 83 81 94 68 

85 歳以上 50 80  97 107 121 129 149 

※本業務の策定指針に基づく「ストック推計プログラム」による推計 

※小数点以下四捨五入の関係から５歳階級別の総和と総数が一致しない場合あり 

推計値 
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第２章 佐井村の現状 

(３) 人口動態 

・ 自然動態の出生数は、一桁又は１０数人と低調に推移しています。一方、死亡数は、３

０数人から５０数人で推移し、死亡数が出生数を大きく上回ることから、自然動態は毎

年４０人前後のマイナスが続いています。 

 

・ 社会動態は、過去１１年のうち平成２３年に一度、転入が転出を上回っていますが、総

体的には転出超過となっています。 

 

・ 自然動態並びに社会動態は、ともに減少が続き、人口動態は不調な状況となっています。 

 

人口動態とは「自然動態」と「社会動態」を合わせた人口の動き（増減）のことをいいます。自然動

態は、出生と死亡に伴う人口の動きで、社会動態は、転入と転出に伴う人口の動きとなります。 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

◆人口動態の推移 （単位：人）

 2008 年 

（H20 年） 

2009 年 

（H21 年）

2010 年 

（H22 年）

2011 年 

(H23 年) 

2012 年 

（H24 年）

2013 年 

（H25 年）

出生 12  9 9 11 12 4 

死亡 50  51 34 44 37 41 

転入 48  48 61 64 53 51 

転出 79  73 72 60 72 64 

自然動態増減 △38  △42 △25 △33 △25 △37 

社会動態増減 △31  △25 △11 4 △19 △13 

全体増減 △69  △67 △36 △29 △44 △50 

 2014 年 

（H26 年） 

2015 年 

（H27 年）

2016 年 

（H28 年）

2017 年 

（H29 年）

2018 年 

（H30 年）

出生 6  12 8 5 7 

死亡 50  47 50 45 44 

転入 32  42 49 38 47 

転出 66  63 73 65 69 

自然動態増減 △44  △35 △42 △40 △37 

社会動態増減 △34  △21 △24 △27 △22 

全体増減 △78  △56 △66 △67 △59 

※青森県人口推計年報（青森県企画政策部統計分析課）
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第２章 佐井村の現状 

２ 公営住宅の状況 

 

 本計画において、計画の対象となる公営住宅は以下の通りです。 

 

(１) 県営住宅 

・ 本村に立地する県営住宅はありません。 

 

(２) 村営住宅 

・ 本計画の対象となる村営住宅は、「２団地、６棟、１０戸」です。 

 

◆公営住宅の状況 

住宅の種類 団地数 棟数 戸数 

県営住宅 0 0 0 

村営住宅 2 6 10 

合計 2 6 10 

（平成３１年 3 月３１日現在）

 

◆公営住宅の概要 

団地名 種別 棟数 戸数 
建設 

年度 

耐用 

年数 

耐用

年限

耐震 

基準 

構造 

階数 
間取り

古佐井大町団地 村営 1 5 H10 30 R10 新基準 木造 2 階 2LDK

大佐井新町団地 村営 5 5 H12 30 R12 新基準 木造平屋 3LDK

合 計 - 6 10 - - - - - - 

 （平成３１年 3 月３１日現在）
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第３章 公営住宅ストックの状況 

第３章 公営住宅ストックの状況 

 

１ 住宅管理状況 

 

（１）立地・敷地条件 

 ・古佐井地内に「古佐井大町団地」が１棟、大佐井川目地内に「大佐井新町団地」が５棟

あります。 

 

◆立地及び敷地条件 

団地名 種別 棟数 戸数 所在地 敷地面積（㎡） 
建蔽率 

容積率 

古佐井大町団地 村営 1 5 大字佐井字古佐井 1,275.70 - 

大佐井新町団地 村営 5 5 大字佐井字大佐井川目 1,699.94 - 

（平成３１年３月３１日現在）

 

公営住宅位置図 
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第３章 公営住宅ストックの状況 

（２）共同施設 

 ・駐車場は、全団地において完備しています。 

 ・排水処理については、全団地で公共下水道により処理しています。 

 

（３）住棟別管理状況 

①建設年度別状況 

 ・すべての棟が、耐震基準が改正された昭和５６年６月以降の「新耐震基準」により建設

されています。 

 

◆建設年度別の棟数・戸数 

昭和 56 年 5 月以前（旧耐震基準） 昭和 56 年 6 月以降（新耐震基準） 合計 

棟数 戸数 棟数 戸数 棟数 戸数 

0 0 6 10 6 10 

0.0％ 0.0％ 100.0％ 100.0％ 100.0％ 100.0％ 

（平成３１年３月３１日現在）

 

②構造階層別状況 

 ・構造階層別にみると、木造・平屋が５棟（８３.３%）、木造・２階が１棟（１６.７%）と

なっています。 

 

◆構造階層別の状況 

 木造・平屋 木造・2 階 合計 

棟 
数 5 1 6 

割合 83.3％ 16.7％ 100.0％ 

戸 
数 5 5 10 

割合 50.0％ 50.0％ 100.0％ 

（平成３１年３月３１日現在）

 

③住戸規模別状況 

 ・住戸規模別にみると、７０㎡以上８０㎡未満が５戸（５０.０％）、８０㎡以上９０㎡未満

が５戸（５０.０％）となっています。 

 

◆住戸規模別の状況 

床面積 50 ㎡未満 
50 ㎡以上 

60 ㎡未満 

60 ㎡以上

70 ㎡未満

70 ㎡以上

80 ㎡未満

80 ㎡以上

90 ㎡未満
90 ㎡以上 合計 

戸数 0 0 0 5 5 0 10 

割合 0.0％ 0.0％ 0.0％ 50.0％ 50.0％ 0.0％ 100.0％

（平成３１年３月３１日現在）
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第３章 公営住宅ストックの状況 

④耐用年数と経過状況 

 ・公営住宅法において、木造の公営住宅の耐用年数は「３０年」と定められています。 

 ・耐用年数の経過状況をみると、現時点で耐用年限を経過している住棟はありません。 

 ・すべての住棟が、耐用年数を現時点で１/２を経過しています。 

 ・本計画の目標年次（令和１１年度）までの計画期間内に耐用年数を経過する住棟は、「古

佐井大町団地の１棟」です。 

 

◆耐用年数の経過状況 （単位：棟）

団地名 
構造

階数

建設

年度 

耐用 

年数 

耐用

年限
棟数 

現時点で 

経過 

現時点で 

1/2 を経過

計画期間内

に経過 

古佐井大町団地 木･２ H10 30 R10 1 0 1 1 

大佐井新町団地 木･平 H12 30 R12 5 0 5 0 

合計 － － － － 6 0 6 1 

割合 － － － － 100.0％ 0.0％ 100.0％ 16.7％ 

※木･平：木造平屋建、木･２：木造２階建 （平成３１年３月３１日現在）

 

 

⑤設備等の状況 

 ・浴室状況は、６棟１０戸すべてが浴槽付きとなっています。 

 ・３箇所給湯（浴室、洗面、台所）については、６棟１０戸のすべてに設置されています。 

 ・トイレは、６棟１０戸のすべてで水洗化されています。 

 

◆設備等の状況       

団地名 
浴室状況 ３箇所給湯 トイレ 

浴槽付き 浴室のみ 浴室なし 浴室 洗面 台所 水洗化 

古佐井大町団地 〇   〇 〇 〇 〇 

大佐井新町団地 〇   〇 〇 〇 〇 

     （平成３１年３月３１日現在）
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第３章 公営住宅ストックの状況 

（４）入居状況 

①入居世帯数 

 ・平成３１年３月３１日現在で入居の住戸は、全１０戸のうち９戸であり、入居率は９０.０%

です。 

 ・入居世帯は、全世帯員が６５歳未満の一般世帯は７世帯（７７.８%）、６５歳以上の世帯員が

いる高齢者世帯が 2 世帯（２２.２%）となっています。 

 

◆入居状況 （単位：世帯）

団地名 管理戸数 入居戸数 
空き戸数 

(募集空家)

入居世帯 

一般世帯 高齢者世帯 合計 

古佐井大町団地 5   4  1  3  1  4  

大佐井新町団地 5   5  0  4  1  5  

合計 10   9  1  7  2  9  

割合 100.0％  90.0％ 10.0％ 77.8％ 22.2％ 100.0％ 

 （平成３１年３月３１日現在）

 

②人員構成 

 ・一般世帯７世帯のうち、２人の世帯が最も多く５世帯（全入居世帯数９に対し５５.６%）、

３人以上の世帯が２世帯（２２.２％）となっています。一般世帯における単身世帯は「０」

となっています。 

 ・高齢者世帯２世帯の内訳は、単身と３人以上がそれぞれ１世帯となっています。 

 

◆人員構成 （単位：世帯）

団地名 

一般世帯 高齢者世帯 

合計 
単身 2 人 

3 人 

以上 
合計 単身 2 人 

3 人 

以上 
合計 

古 佐 井 大 町

団地 
0 3 0 3 0 0 1 1 4 

大 佐 井 新 町

団地 
0 2 2 4 1 0 0 1 5 

合計 0 5 2 7 1 0 1 2 9 

割合 0.0％ 55.6％ 22.2％ 77.8％ 11.1％ 0.0％ 11.1％ 22.2％ 100.0％

 （平成３１年３月３１日現在）
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第３章 公営住宅ストックの状況 

③入居世帯の収入状況 

 ・入居世帯のうち、入居条件の収入基準を超える「収入基準超過世帯」はなく、全９世帯

が「収入基準内世帯」となっています。 

 

◆入居世帯の収入状況 （単位：世帯）

団地名 
収入基準内世帯 収入基準超過世帯 

合計 
一般 高齢者 合計 一般 高齢者 合計 

古佐井大町団地 3 1 4 0 0 0 4 

大佐井新町団地 4 1 5 0 0 0 5 

合計 7 2 9 0 0 0 9 

割合 77.8％ 22.2％ 100.0％ 0.0％ 0.0％ 0.0％ 100.0％

※一般：一般世帯、高齢者：高齢者世帯 （平成３１年３月３１日現在）

 

④退去状況 

 ・直近３年間の退去数について、３年平均退去率（３年平均退去世帯数÷現入居世帯数）

は「１４.８％」となっています。 

 ・全体的に、退去状況は「僅か」といえます。 

 

◆退去状況 （単位：世帯）

団地名 管理戸数 入居戸数 
退去世帯 

H28 年度 H29 年度 H30 年度 3 年平均 平均退去率

古佐井大町団地 5  4 0 2 0 0.67 16.8％ 

大佐井新町団地 5  5 1 1 0 0.67 13.4％ 

合計 10  9 1 3 0 1.33 14.8％ 

※平均退去率＝3 年平均退去世帯数÷現入居世帯数 （平成３１年３月３１日現在）

 

⑤応募状況 

 ・応募状況の直近３年間合計は、「募集４件」、「応募５件」、「倍率１.３」となっています。 

 

◆応募状況（直近 3 か年） （単位：件）

団地名 
H28 年度 H29 年度 H30 年度 3 年間合計 

募集 応募 倍率 募集 応募 倍率 募集 応募 倍率 募集 応募 倍率

古佐井大町団地 0 0 － 1 1 1.0 0 0 － 1 1 1.0

大佐井新町団地 1 1 1.0 1 1 1.0 1 2 2.0 3 4 1.3

合計 1 1 1.0 2 2 1.0 1 2 2.0 4 5 1.3

 （平成３１年３月３１日現在）
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第３章 公営住宅ストックの状況 

２ 公営住宅の課題 

 

(1) 耐用年限を迎える公営住宅 

現時点において耐用年数を経過している住棟はありませんが、計画期間内の令和１０年に  

古佐井大町団地の１棟が耐用年限を迎えます。更に、計画期間満了年の翌年（令和１２年）

に大佐井新町団地の５棟の耐用年限となっています。 

各住棟の劣化状況を把握し、活用計画をもとに適正に改修を実施することが課題となりま  

す。 

 

(2)共同施設等の充実・整備 

 古佐井大町団地では、防犯上の外灯の設置を検討しておりますが、設置する場合には、共 

益費の負担を軽減するため、LED 灯などの省エネ設備とする必要があります。 

 

(3)住宅設備の充実・整備 

 修繕周期を迎える設備等について、適正な時期の更新が必要となります。 

 

(4)高齢者単身世帯等に配慮した公営住宅の建替・改善 

 現在の入居世帯の一般世帯と高齢者世帯の割合は、一般世帯が７世帯と入居世帯の約８割 

を占めていますが、世帯数の推計から今後はますます高齢者世帯が増加すると考えられます。 

高齢者単身世帯や高齢者２人世帯等に対応した間取りやバリアフリー化等の推進が課題と 

なっていきます。 

 

(5)住宅セーフティネットとしての役割強化 

 緊急時にも対応できる災害被災者用の住戸の確保や、住宅市場の中で自力では住宅を確保 

することが困難な、高齢者、障害者及び DV 被害者らの一時住居など、だれもが安心して安 

定した居住を確保できる「住宅セーフティネット」としての役割強化が課題となっています。 

 

「住宅セーフティネット」とは、 

低所得者、障害者、高齢者などが独力で速やかに住宅を確保できるようにする社会的な仕組み。所

得水準・家族構成・身体的状況にかかわらず、最低限の安全な暮らしを保障するため、だれでも住宅

を確保できる環境を整えるとの発想に基づいた社会制度である。 

 対象は低所得者、障害者、高齢者のほか、外国人、小さな子供のいる子育て世帯、母子・父子家庭、

被災者、犯罪被害者、DV 被害者らで、法的には「住宅確保要配慮者」とよばれる。 

（※日本大百科全書の解説を引用）
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第４章 長寿命化に関する基本方針 

第４章 長寿命化に関する基本方針 

 

１ ストックの状況把握・修繕の実施・データ管理に関する方針 

 

(１) 定期点検及び日常点検の実施 

 定期点検(建築基準法１２条の規定に基づく建築・設備にかかる法定点検及び各種法令

（水道法・浄化槽法等）に基づく法定点検（以下「定期点検」という）を実施するととも

に、点検の結果に応じた劣化度調査を実施します。 

 なお、定期点検には該当しない木造及び簡易耐火造や一部耐火造等の公営住宅について

は、「公営住宅等日常点検マニュアル[耐火・準耐火編、木造編]（平成２８年８月：国土交

通省住宅局）」※１（以下「点検マニュアル」という。）を参考に、定期点検とあわせた日常

点検を適宜実施します。 

 

(２) 点検結果に基づく修繕の実施 

 耐用年数期間において活用可能な状態で維持管理していくために、定期点検、修繕周期

と過去の修繕履歴に基づいて、計画的に修繕等を実施していきます。 

 

(３) 点検結果や実施した修繕内容のデータ管理 

 整備・管理に関するデータを住棟単位で整理し、劣化調査、定期点検・日常点検等の実

施結果を踏まえてデータベース化を行うとともに、住棟単位での修繕履歴データの整理を

行い、履歴を確認するとともに、修繕等の発生原因の検証等に役立てていきます。 

 データベースの構築については、国土交通省住宅局が平成２８年８月に公開した、定期

点検及び日常点検の結果や、修繕等の工事履歴を入力できる「公営住宅等維持管理データ

ベース」※２（以下「維持管理データベース」という。）を活用して行います。 

 

  ※１及び※２：策定指針と合わせて公表されている。 
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第４章 長寿命化に関する基本方針 

２ 改善事業の実施による長寿命化及びライフサイクルコストの縮減に関する方針 

 

 住宅ストックの長寿命化を図るとともに、ライフサイクルコスト（以下「ＬＣＣ」という。）

の縮減により、効率的なストックの維持管理を行うことを目的として、以下の項目について実

施していくこととします。 

 

(１) 更なる対症療法的な維持管理から予防保全的な維持管理への転換・実施 

従来から計画的な修繕の実施など、対症療法的な維持管理から予防保全的な維持管理への 

転換を図っていますが、耐久性の向上に寄与する修繕等を計画的に行うなど、更なる予防保  

全的な維持管理を実施することにより、住宅ストックの長寿命化を図ります。 

 

(２) 建物の仕様変更による耐久性の向上及び修繕周期の延長 

必要な修繕等の複合的な実施と併せて、修繕周期のより長い部材等への更新、建物の仕様 

変更による耐久性の向上や修繕周期の延伸により、ＬＣＣの縮減を図ります。 

 

(３) 定期点検及び日常点検の実施による効率的な修繕・改善 

劣化調査及び日常点検を実施することにより、建物の老朽化による事故等を未然に防ぐと 

ともに、修繕等の効率的な実施を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「ライフサイクルコスト」とは、建物の竣工後から解体廃棄されるまでの期間

に要する費用のことであり、建設費よりも多くの費用がかかると言われていま

す。また、建物の運営や修繕更新を、計画性をもっていかに行うかによって、

発生する費用や建物の寿命は大きく伸ばすことも可能とされています。そのた

め、長期修繕計画等を作成し計画的に修繕更新を行うことにより、ストックの

維持・管理及び機能向上を行うことで建物をより長く活用し、総合的に年平均

のコストを縮減することができます。 
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第５章 公営住宅等長寿命化計画の対象と事業手法の選定 

第５章 公営住宅等長寿命化計画の対象と事業手法の選定 

 

１ 計画の対象 

 

 本計画では、平成３１年３月３１日時点で管理している村営住宅の２団地６棟１０戸を対象

とします。 

 

◆公営住宅の概要 

団地名 種別 棟数 戸数 
建設 

年度 

耐用 

年数 

耐用

年限

耐震 

基準 

構造 

階数 
間取り

古佐井大町団地 村営 1 5 H10 30 R10 新基準 木造 2 階 2LDK

大佐井新町団地 村営 5 5 H12 30 R12 新基準 木造平屋 3LDK

合 計 - 6 10 - - - - - - 

第２章 P.１３ ◆公営住宅の概要 再掲 （平成３１年３月３１日現在）
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第５章 公営住宅等長寿命化計画の対象と事業手法の選定 

２ 事業手法の選定 

 

(１) 事業手法の整理 

 事業手法を設定するうえで、公営住宅整備の手法について公営住宅整備事業などを整理

すると以下のようになりますが、その中から該当する項目を必要な事業手法として取り入

れます。 

 

◆公営住宅等の事業手法の概要 

手法 内容 

建替 

公営住宅を除去し、その土地の全部または一部の地域に新たに公営住宅を建設するもので、他団

地への統合もしくは非現地建替を含む 

【標準管理期間】 

 木造：30 年 簡易耐火造･平屋建：30 年・2 階建：45 年 耐火構造：70 年 

維
持
管
理 

修
繕 

計画 

修繕 

建物や部材の耐用年数や実際の劣化状況から判断し、修繕周期などに基づき計画を立てた

上で行う修繕 

経常 

修繕 

破損部品の修理や取り換えなど、日常的に行われる小規模な修繕や、緊急時に対応する修

繕 

改
善 

全
面
的
改
善 

公営住宅の住棟単位又は団地単位で行われる全面的な改善又はこれに準ずる改善を行う事

業で少なくとも次に掲げる改善を行うもの 

 ①躯体以外の内装、設備等住戸内部全体又は大部分にわたって行う住戸改善 

   c.福祉対応型  d.居住性向上型 

 ②共用部分改善 

   a.安全性確保型  c.福祉対応型(4 階以上でエレベーターの設置を含む) 

 ③屋外・外構改善 

   c.福祉対応型 

【標準管理期間】改善後 30 年以上 

個
別
改
善 

規模増改善、住戸改善、共用部分改善及び屋外・外構改善を行う事業で次に掲げる改善を

行うもの 

 ①規模増改善 

  公営住宅の住戸の増築、複数住戸の結合又は戸境の変更その他の改善で居住室の床面

積の増加を行うもの 

 ②住戸改善 

  公営住宅の住戸部分(バルコニー部分を含む)の改善を行うもの 

   a.安全性確保型  b.長寿命化型  c.福祉対応型  d.居住性向上型 

 ③共用部分改善 

  公営住宅の共用部分の改善を行うもの 

   a.安全性確保型  b.長寿命化型  c.福祉対応型  d.居住性向上型 

 ④屋外・外構改善 

  公営住宅の屋外及び外構部分(共同施設含む)の改善を行うもの 

   a.安全性確保型  b.長寿命化型  c.福祉対応型  d.居住性向上型 

【標準管理期間】改善後 10 年以上 

用途 

廃止 

以下の場合に公営住宅としての用途を廃止すること 

 ①公営住宅又は共同施設が災害その他の特別の事由により、これを引き続き管理することが不

適当であると認める場合 

 ②耐用年限を勘案して国土交通大臣の定める期間を経過した場合 

 ③国土交通大臣の承認を得た建替計画にかかる公営住宅建替事業の施行のため必要がある場合

※安全性確保型：公営住宅等の耐震性、耐火性等安全性を確保するための設備等の改善 

※長寿命化型 ：公営住宅等の劣化防止、耐久性向上及び維持管理の容易化のための設備等の改善 

※福祉対応型 ：高齢者、障害者等の公営住宅等における居住の円滑化のための設備等の改善 

※居住性向上型：公営住宅等における利便性、衛生、快適性等居住性の向上のための設備等の改善 
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(２) 事業手法の選定フロー 

 事業手法の選定は、策定指針を踏まえ、以下の手順で行います。 
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第５章 公営住宅等長寿命化計画の対象と事業手法の選定 

 

(３) 事業手法の選定フローの検討内容 

 事業手法の選定フローをもとに、次の①から④の検討を行い、計画期間における事業手

法を決定します。 

 

①公営住宅等の需要の見通しに基づく将来のストック量の推計【中長期】 

②１次判定：団地の管理方針と住宅改善の必要性・可能性に基づく団地・住棟の事業手法  

の仮設定 

  ③２次判定：１次判定において事業手法・管理方針の判断を留保した団地・住棟の事業手  

法の仮設定 

  ④３次判定：計画期間における事業手法の決定 

 

 

① 公営住宅等の需要の見通しに基づく将来のストック量の推計【中長期】 

 

 公営住宅等の需要の見通しの検討にあたっては、まず将来（３０年程度の中長期）の時点に

おける世帯数等の推計を基に、そのうち自力では最低居住面積水準を達成することが著しく困

難な年収である世帯（以下、「著しい困窮年収未満の世帯数」）を推計します。 

推計結果は、２次判定『③-2 将来のストック量を踏まえた事業手法の仮設定』に使用しま

す。 

 

 ストック推計の流れ（「ストック推計プログラム」の基本的な流れ）は、以下の通りです。 

【ステップ 0】事業主体単位の世帯数推計(世帯主年齢 5 歳階級別世帯類型別) 

【ステップ 1】借家世帯の世帯人員・収入分位別世帯数の推計 

【ステップ 2】公営住宅収入基準を満たす世帯のうち「公営住宅の施策対象世帯数」の推計

【ステップ 3】公営住宅の施策対象世帯のうち「著しい困窮年収未満の世帯数」の推計 

 

 なお、ストック推計は、策定指針と合わせて公表された、「ストック推計プログラム（将来の

「著しい困窮年収未満の世帯数」の推計）」により行うもので、国立社会保障・人口問題研究

所、国勢調査、住宅・土地統計調査、家計調査等の各データを活用し推計しています。 
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【ステップ０】事業主体単位の世帯数推計（世帯主年齢５歳階級別世帯類型別） 

 

 

  

◆一般世帯数の推計結果 （単位：世帯）

世帯主 

の年齢 

2010 年 

（H22） 

2015 年 

（H27） 

2020 年

（R2） 

2025 年

（R7） 

2030 年

（R12）

2035 年

（R17）

2040 年

（R22） 

総数 985  936  889 835 771 707 644 

20 歳未満 0  0  0 0 0 0 0 

20～24 歳 7  6  6 6 3 3 2 

25～29 歳 11  9  10 14 11 9 8 

30～34 歳 23  14  10 11 12 12 8 

35～39 歳 46  29  21 16 18 20 17 

40～44 歳 42  46  39 28 21 22 27 

45～49 歳 56  54  59 48 34 28 30 

50～54 歳 94  65  64 69 56 42 33 

55～59 歳 138  94  68 65 72 58 44 

60～64 歳 115  140  100 71 70 77 61 

65～69 歳 116  107  125 87 62 61 64 

70～74 歳 103  114  110 129 91 67 67 

75～79 歳 100  96  104 100 120 86 67 

80～84 歳 85  80  76 83 81 94 68 

85 歳以上 50  80  97 107 121 129 149 

※小数点以下四捨五入の関係から 5 歳階級別の総和と総数が一致しない場合あり 
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【ステップ１】借家世帯の世帯人員・収入分位別世帯数の推計 

 

◆借家世帯の世帯人員別推計結果 （単位：世帯）

世帯人員 
2015 年 

（H27 年） 

2020 年 

（R2 年） 

2025 年 

（R7 年） 

2030 年 

（R12 年）

2035 年 

（R17 年）

2040 年 

（R22 年）

1 人 72  74 74 72 68 64 

2 人 30  28 26 23 21 19 

3 人 21  19 18 16 15 13 

4 人 14  13 11 10 9 8 

5 人 3  2 2 1 1 1 

6 人以上 2  2 2 2 2 2 

借家世帯数 142  138 132 124 115 106 

※小数点以下四捨五入の関係から世帯人員別の総和と総数が一致しない場合あり 

 

◆借家世帯の収入５分位階級推計結果 （単位：世帯）

年間収入 5 分位階級 
2015 年 

（H27 年） 

2020 年 

（R2 年） 

2025 年 

（R7 年） 

2030 年 

（R12 年）

2035 年 

（R17 年）

2040 年 

（R22 年）

Ⅰ 0～241  69  64 57 51 44 39 

Ⅱ 241～355  26  25 25 24 21 18 

Ⅲ 355～488  21  18 16 14 14 14 

Ⅳ 488～710  16  18 19 19 18 18 

Ⅴ 710～      10  13 15 17 18 19 

借家世帯数 142  138 132 124 115 106 

※小数点以下四捨五入の関係から 5 分位階級別の総和と総数が一致しない場合あり 
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【ステップ２】公営住宅収入基準を満たす世帯のうち「公営住宅の施策対象世帯数」の推計 

 

◆公営住宅施策対象世帯数の推計結果 （単位：世帯）

世帯人員 
2015 年 

（H27 年） 

2020 年 

（R2 年） 

2025 年 

（R7 年） 

2030 年 

（R12 年）

2035 年 

（R17 年）

2040 年 

（R22 年）

1 人 36  36 37 37 36 35 

2 人 23  20 19 17 15 14 

3 人 15  14 13 12 11 10 

4 人 10  9 8 7 6 6 

5 人 2  1 1 0 0 0 

6 人以上 2  1 1 1 1 1 

施策対象世帯数 87  82 79 75 70 65 

※小数点以下四捨五入の関係から世帯人員別の総和と総数が一致しない場合あり 

 

◆公営住宅施策対象世帯数の収入 5 分位階級推計結果 （単位：世帯）

年間収入 5 分位階級 
2015 年 

（H27 年） 

2020 年 

（R2 年） 

2025 年 

（R7 年） 

2030 年 

（R12 年）

2035 年 

（R17 年）

2040 年 

（R22 年）

Ⅰ 0～241 57  52 47 42 37 33 

Ⅱ 241～355 21  21 21 20 17 15 

Ⅲ 355～488 9  8 11 11 12 12 

Ⅳ 488～710 0  0 1 2 3 5 

Ⅴ 710～     0  0 0 0 0 0 

施策対象世帯数 87  82 79 75 70 65 

※小数点以下四捨五入の関係から 5 分位階級別の総和と総数が一致しない場合あり 

 

 公営住宅施策対象世帯とは、 

 ・政令月収１５.８万円以下（収入分位２５%以下）の世帯[本来階層]で、同居親族のいる世

帯及び単身世帯のうち６０歳以上の世帯 

 ・政令月収２１.４万円以下（収入分位２５%以上４０%以下）の世帯[裁量階層]で、６０歳

以上の高齢単身世帯、高齢夫婦世帯及び、６歳未満の子供のいる子育て世帯 
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【ステップ３】公営住宅の施策対象世帯のうち「著しい困窮年収未満の世帯数」の推計 

 

◆公営住宅の施策対象世帯のうち「著しい困窮年収未満の世帯数」の推計 （単位：世帯）

世帯人員 
2015 年 

（H27 年） 

2020 年 

（R2 年） 

2025 年 

（R7 年） 

2030 年 

（R12 年）

2035 年

（R17 年）

2040 年

（R22 年）

1 人(60 歳以上高齢者) 10  11 10 10 10 10 

2 人 8  7 6 6 5 5 

3 人 7  7 6 6 5 5 

4 人 5  5 4 3 3 3 

5 人 1  1 0 0 0 0 

6 人以上 1  0 0 0 0 0 

合計 31  30 28 26 24 22 

※小数点以下四捨五入の関係から世帯人員別の総和と総数が一致しない場合あり 

 

◆著しい困窮年収未満世帯数の推移 
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◆世帯人員別の著しい困窮年収未満の世帯数(割合) （単位：％）

世帯人員 
2015 年 

（H27 年） 

2020 年

（R2 年）

2025 年

（R7 年）

2030 年

（R12 年）

2035 年

（R17 年）

2040 年

（R22 年）

1 人(60 歳以上高齢者) 32.4% 35.4% 37.7% 40.4% 42.5% 44.0%

2 人 23.9% 23.4% 23.0% 22.4% 21.6% 20.9%

3 人 22.0% 22.2% 22.4% 22.3% 21.9% 21.6%

4 人 16.5% 15.2% 14.1% 13.1% 12.6% 12.3%

5 人 3.5% 2.2% 1.2% 0.5% 0.0% 0.0%

6 人以上 1.7% 1.6% 1.5% 1.4% 1.3% 1.2%

合計 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

※小数点以下四捨五入の関係から世帯人員別の総和と総数が一致しない場合あり 

 

◆世帯人員別著しい困窮年収未満世帯数の推移 
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◆推計結果まとめ （単位：世帯）

 2015 年

（H27）

2020 年

（R2） 

2025 年

（R7） 

2030 年

（R12）

2035 年

（R17）

2040 年

（R22）

 一般世帯数 936 889 835 771 707 644 

  うち借家世帯数 142 138 132 124 115 106 

   うち施策対象世帯数 87 82 79 75 70 65 

    
うち著しい困窮年収

未満の世帯数 
31 30 28 26 24 22 

 

 

  平成２７年から令和２２年までの５年ごとの世帯数は、一般世帯、借家世帯、施策対象世

帯、著しい困窮年収未満の世帯の全てが、減少すると推計されています。 

  令和２２年における公営住宅の施策対象世帯数は「６５」、うち著しい困窮年収未満の世

帯数は「２２」と推計され、受け皿となる「公営住宅のストック数」の判断材料となります。 

  現在、管理している「１０戸」の公営住宅は、今後も必要として維持するものとします。

なお、公営住宅の需要の動向によっては、新規整備によるストック数増を検討するものと 

します。 
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② １次判定：団地の管理方針と住宅改善の必要性・可能性に基づく事業手法の仮設定 

 

 １次判定では、団地の管理方針と住宅改善の必要性や可能性に基づく団地・住棟の事業手法

の仮設定を行うため、次の２段階の検討を行い事業手法の仮設定をします。 

 

 ②-1：団地敷地の現在の立地環境等の社会的特性を踏まえた管理方針 

 ②-2：住棟の現在の物理的特性による改善の必要性・可能性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 改善不要 改善が必要 

優先的な 

対応が必要 

(改善可能) 

優先的な 

対応が必要 

(改善不可能) 

 継続管理 

する団地 維持管理 改善、又は建替 
優先的な改善、 

又は優先的な建替 
優先的な建替 

 継続管理 

について 

判断を留保 

する団地 

維持管理、 

又は用途廃止 

 

改善、建替、 

又は用途廃止 

優先的な改善、 

優先的な建替、又は

優先的な用途廃止 

優先的な建替、 

又は、 

優先的な用途廃止 

  

 

 

 

 

  

②-2：住棟の現在の物理的特性による改善の 

必要性・可能性 

②-1：団地敷地の現在の立地環境等の

社会的特性を踏まえた管理方針 

躯体・避難の 

安全性に係る改善 

の必要性 

居住性に係る 

改善の必要性 

ⅰ)～ⅲ) 

全てが活用 

に適する 左記以外ⅰ)需要 

ⅱ)効率性 

ⅲ)立地 

躯体・避難の 

安全性に係る改善 

の可能性 

居住性に係る 

評価項目の決定 

不要 必要

不要 必要

可能 不可能

②-2 

②-1 

【A グループ】 

継続管理する団地のうち 

改善か建替かの判断を留保する団地・住棟 

【B グループ】 

継続管理について判断を留保する団地 
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③ ２次判定：１次判定において事業手法・管理方針の判断を留保した事業手法の仮設定 

 

 ２次判定では、１次判定において事業手法や管理方針の判断（改善事業を実施するのか建替

事業を実施するのか、将来にわたって継続管理するのか建替を前提とせず当面管理するのか）

を留保した団地・住棟を対象として、以下の２段階の検討から事業手法の仮設定をします。 

 

 ③-1：ＬＣＣ比較や当面の建替事業量の試算を踏まえた事業手法の仮設定 

 ③-2：将来のストック量を踏まえた事業手法の仮設定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 改善不要 改善が必要 

優先的な対応が必要 

(改善可能) 

優先的な 

対応が必要 

(改善不可能) 

 継続管理 

する団地 
維持管理 改善 建替 

優先的な 

改善 

優先的な 

建替 
優先的な建替 

 当面管理 

する団地 

(建替を前提 

としない) 

当面 

維持 

管理 

用途 

廃止 

改善し 

当面 

維持 

管理 

用途 

廃止 

優先的に 

改善し当面 

維持管理 

優先的な 

用途廃止 

優先的な 

用途廃止 

         

 

新規整備        

 

 

 

 

 

  

【A グループ】 

③-1：LCC 比較や当面の建替事業量の 

   試算を踏まえた事業手法の仮設定 

・改善事業と建替事業の LCC 比較や、 

計画期間内の建替事業量の試算を 

踏まえ、改善か建替かを仮設定する。 

 

 

【B グループ】 

③-2：将来のストック量を踏まえた事業

手法の仮設定 

・将来のストック量推計を踏まえ、「継続

管理する団地」又は「当面管理する団 

地(建替を前提としない)」の判定を行 

い、事業手法を仮設定する。 

新規整備の検討も行う。 

③-2 ③-1
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④ ３次判定：計画期間における事業手法の判定 

 

 ３次判定では、次の４段階の検討により、計画期間に実施する事業手法を決定します。 

 

 ④-１：集約や再編等の可能性を踏まえた団地・住棟の事業手法の再判定 

 ④-２：事業費の試算及び事業実施時期の調整検討 

 ④-３：長期的な管理の見通しの作成【３０年程度】 

 ④-４：計画期間における事業手法の決定 

 

【④-１：集約や再編等の可能性を踏まえた団地・住棟の事業手法の再判定】 

・１次・２次判定の結果を踏まえ、集約や再編等の検討対象となり得る団地や、異なる事業 

手法に判定された住棟が混在する団地等は、効率的な事業実施のため、必要に応じて建替 

や改善等の事業手法を再判定します。 

・あわせて、集約・再編の可能性、事業実施時期などについて検討を行います。 

 

【④-２：事業費の試算及び事業実施時期の調整検討】 

・中長期的な期間（３０年程度）のうちに想定される改善事業、建替事業等に係る事業費を

試算し、今後の財政的な見通しを立てるとともに、財政負担の平準化のため事業実施時期

の調整を行います。 

 

【④-３：長期的な管理の見通しの作成【３０年程度】】 

・④-２で決定した事業実施時期を基に、全団地・住棟の共用期間、事業実施時期等を示した  

概ね３０年程度の長期的な管理の見通しを作成します。 

 

【④-４：計画期間における事業手法の決定】 

・長期的な事業の見通しに基づき、計画期間内における最終的な事業手法を決定します。 

・改善を実施する住棟は、住棟の物理的特性等を踏まえ、個別改善か全面的改善かを決定し  

ます。 

・計画期間内の事業予定を、「公営住宅等ストックの事業手法別戸数表（P３９）」として整

理します。 
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第５章 公営住宅等長寿命化計画の対象と事業手法の選定 

◆事業手法の選定に係る判定基準：１次判定 

判定項目 判定基準 判定 

②-1 

社会的 

特性 

需要 
・3 年間平均応募倍率 1.0 以上かつ入居率 70％以上 〇 

・3 年間平均応募倍率 1.0 未満又は入居率 70％未満 × 

効率性 

・法規制、接道、敷地規模及び形状等が良好で高度利用の可能性

あり 
〇 

・高度利用の可能性が少ない（低い） × 

立 

地 

利便性 
・公共施設や生活利便施設・教育施設等が近接し利便性が高い 〇 

・利便性が低い × 

地域 

バランス

・地域バランスの観点から団地の継続管理の必要性がある 〇 

・必要性が薄い（ない） × 

災害危険

区域等 

・洪水浸水想定区域、土砂災害警戒区域、津波災害警戒区域等の

災害危険区域「外」 
〇 

・洪水浸水想定区域、土砂災害警戒区域、津波災害警戒区域等の

災害危険区域「内」であるが、建築物の規制等なし 
△ 

・洪水浸水想定区域、土砂災害警戒区域、津波災害警戒区域等の

災害危険区域「内」で、建築物の規制等あり 
× 

②-2 

物理的 

特性 

居 
住 

性 

住戸面積
・3 人世帯の最低居住面積水準 40 ㎡以上 〇 

・40 ㎡未満 × 

省エネ 
・省エネルギー基準の断熱性能を満たしている 〇 

・省エネルギー基準の断熱性能を満たしていない × 

ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ 

・屋外･外構、共用部分及び住戸内部が福祉対応実施済み 〇 

・屋外･外構、共用部分及び住戸内部が福祉対応未実施 

・又は一部実施 
× 

設備状況

（浴室）

・浴槽・浴室あり 〇 

・浴室のみ、浴槽なし △ 

・浴室なし × 

設備状況

（給湯）

・3 箇所（浴室・台所・洗面所）給湯あり 〇 

・3 箇所（浴室・台所・洗面所）給湯なし × 

躯体の安全性 

・新耐震基準又は旧耐震基準で耐震診断・耐震補強により耐震

性を確保 
〇 

・旧耐震基準で耐震診断未実施又は耐震性なし × 

避難の安全性 

・階段室型や片廊下型の建物で「二方向避難」を確保 

・準耐火又は耐火建築物で「防火区画」を確保 
〇 

・「二方向避難」の確保なし 

・「防火区画」の確保なし 
× 

・建物の構造が「木造」の場合、この判定は不要 － 
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第５章 公営住宅等長寿命化計画の対象と事業手法の選定 

◆事業手法の選定に係る判定基準：２次判定及び３次判定 

 判定項目 判定基準 判定 

２次 

判定 

③-1 

A グループ 

LCC 比較 
・改善事業費＜建替事業費 改善 

・改善事業費＞建替事業費 建替 

計画期間内の 

建替事業量試算 

・A グループ全てを建替えることが困難な場合

は、建替時期を調整する（仮設定：優先的な

建替、優先的な改善、建替、改善） 

— 

③-2 

B グループ 

将来のストック量

（ストック推計）

・ストック推計＜現ストック数 余剰 

・ストック推計＞現ストック数 不足 

３次 

判定 

④-1 

団地単位での効率的活用 

・改善・建替の判定が混在する団地において、

効率的な事業実施が可能となる場合、判定の

見直しを検討（再判定） 

効率化 

・事業実施時期の分散 平準化 

・事業実施時期の集中 ｺｽﾄﾀﾞｳﾝ 

④-1 

集約・再編等の可能性 
・地域単位で集約・再編の可能性の検討 

検討要 

検討不要

④-2 

事業費の試算、実施時期の調整 

・事業の実施時期を決定し、年度別事業費を試

算 
— 

④-3 

30 年程度の管理の見通し 

・事業実施時期の見通しを示した概ね 30 年程

度の長期的な管理の見通しを作成 
— 

④-4 

計画期間の事業手法の決定 

・計画期間内に実施を予定する事業（新規整備、

改善、建替、用途廃止）を決定 
— 
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第５章 公営住宅等長寿命化計画の対象と事業手法の選定 

◆団地別の判定と事業手法（仮設定）：１次判定 

団地名 

②-1 社会的特性 ②-2 物理的特性 

事業手法 

（仮設定） 

需
要 

効
率
性 

立地 居住性 躯
体
の
安
全
性 

避
難
の
安
全
性 

利
便
性 

地
域
性 

災
害
危
険
区
域
等 

住
戸
面
積 

省
エ
ネ 

バリアフリー

 

設備（浴室）

 

設備（給湯）

 

古佐井大町団地 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 × 〇 〇 〇 －
継続管理する団地 

改善、又は建替 

大佐井新町団地 〇 〇 〇 〇 △ 〇 〇 〇 〇 〇 〇 －
継続管理する団地 

維持管理 

※大佐井新町団地は、土砂災害防止法の「土砂災害警戒区域」にあるが、特定の開発行為に対する許可制、建築物の

構造規制等はないことから、継続管理する団地として扱う。 

 

 

◆団地別の事業手法（仮設定）：２次判定  

団地名 棟数 戸数 １次判定 

２次判定の 

グループ 

（Ａ,Ｂ） 

Ａグループ 

事業手法の 

仮設定 

Ｂグループ 

事業手法の 

仮設定 

古佐井大町団地 1   5   改善、又は建替 Ａグループ 改善 — 

大佐井新町団地 5   5   維持管理 1 次で確定 — — 

 

 

（４）計画期間内の事業手法の選定結果のまとめ 

 ストック活用手法について、「(２)事業手法の選定フロー」に基づいて選定した結果は以

下の通りです。 

 ３次判定において、団地単位での効率的活用、集約や再編等の可能性等を検討して、事

業手法を再判定することとなっていますが、２次判定で設定した事業手法を基本とします。 

なお、公営住宅法による耐用年限は「木造３０年」ですが、「４０年」を原則とし、更に

延長年限到来時には劣化状況等を勘案し再延長の検討を行います。 
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第５章 公営住宅等長寿命化計画の対象と事業手法の選定 

 ①：古佐井大町団地【改善】 

事業手法は「改善」とします。 

新耐震基準で建設された住棟で、令和１０年度に耐用年限を迎えます。また、１次判定

において居住性に係る「バリアフリー化」の改善が必要となります。入居者の高齢化が

考えられることから、これからのニーズに対応したバリアフリー化の改善を行い、更に

耐用年限が到来することから長寿命化型の改善を実施して、居住性・安全性の向上を図

り長期的に活用します。 

 

 ②：大佐井新町団地【維持管理】 

事業手法は「維持管理」とします。土砂災害防止法の「土砂災害警戒区域」にあります

が、建築制限等の規制がないことから、継続管理する団地とします。 

新耐震基準で建設された住棟で、令和１２年度に耐用年限を迎えます。計画期間内は経

常的な修繕による維持管理を行い、次の計画期間において、長寿命化型の改善を実施し、

居住性・安全性の向上を図り長期的に活用します。 

 

 ③：新規整備事業 

   新規整備について現状では未定ですが、村民のニーズ等により具体化を検討します。 

 

公営住宅等ストックの事業手法別戸数表 

 1～5 年目 6～10 年目 合計 

計画期間内の事業手法別戸数 5 戸 戸 5 戸

 ・新規整備事業予定戸数 戸 戸 戸

 ・維持管理予定戸数 5 戸 戸 5 戸

  うち計画修繕対応戸数 戸 戸 戸

  うち改善事業予定戸数 5 戸 戸 5 戸

   個別改善事業予定戸数 5 戸 戸 5 戸

   全面的改善事業予定戸数 戸 戸 戸

  うちその他戸数 戸 戸 戸

 ・建替事業予定数 戸 戸 戸

 ・用途廃止予定戸数 戸 戸 戸

注 1) 計画期間内の事業予定のみ記載 

注 2) 5 年単位での記載を基本とする。（概ね 5 年ごとの見直しを行うため） 

 

 

（５）３０年程度の管理の見通し 

   長期的な管理の見通しを「３０年」として、詳細は次頁とします。 
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■長期的な管理の見通し【30年】
←計画期間開始 計画期間終了→ ←次回計画期間開始 次回計画期間終了→ 【計画前耐用年限：セル色青系、計画後耐用年限：セル色赤系】【単位：千円】

2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034 2035 2036 2037 2038 2039 2040 2041 2042 2043 2044 2045 2046 2047 2048 2049
R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17 R18 R19 R20 R21 R22 R23 R24 R25 R26 R27 R28 R29 R30 R31

福祉
対応型

屋根
外壁

除却

1,500 4,960 10,387

屋根
外壁

除却

1,630 2,107

屋根
外壁

除却

1,630 2,107

屋根
外壁

除却

1,630 2,107

屋根
外壁

除却

1,630 2,107

屋根
外壁

除却

1,630 2,107

全戸数 381 381 381 381 381 381 381 381 381 381 381 381 381 381 381 381 381 381 381 381 381 381 381 381 381 381 381 381 381 381

建替

67,800

建替

67,800

費用　合計 381 381 1,881 381 381 381 381 381 381 381 381 381 8,531 5,341 381 381 381 381 68,181 10,768 68,181 10,916 381 381 381 381 381 381 381 381

←計画期間開始 計画期間終了→ ←次回計画期間開始 次回計画期間終了→

【計上する金額の根拠等】
◆福祉対応型の費用は、現地にて改善箇所を確認にうえ、専門家による概算工事費
◆屋根及び外壁の修繕費は、ライフサイクルコスト（ＬＣＣ）算定プログラムによる建設年代及び階数並びに住戸数等から求められた単価
◆除却費は、実床面積に㎡当たり26,000円（平成31年度住宅局所管事業に係る標準建設費等）を乗じた額
◆建替費用は、ライフサイクルコスト（ＬＣＣ）算定プログラムの建設年平成31年の標準建設費に戸数を乗じた額

2038 2038 － －

【建替】
大佐井新町団地

A棟 木造 1 1 2040 2040 － －

【建替】
古佐井大町団地

A～E 木造 2 5

団地名
諸元 管理開始

1998

経常修繕一括計上：38.1千円×全戸数

2017

木造 1 1 2000 2000 2017 2017

長期的な管理の見通し【30年】（年度別実施事業費）

号棟 構造 階数 戸数

直近履歴

外壁
修繕

屋根
修繕

竣工
年度

建設
年度

2018 2018

大佐井新町団地 A棟 木造 1 1 2000 2000

古佐井大町団地 A～E 木造 2 5 1998

2017

2017C棟 木造 1 1 2000 2000

B棟

2000 2000 2017

2017

2017

E棟 木造 1 1 2000 2000 2017 2017

D棟 木造 1 1

屋根及び外壁の修繕は、海風等の影響を考慮し、損傷状

況によっては前倒しし早める。
除却の時期は、屋根及び外壁等を日常点検で確認して、

状況によっては時期を先送りする。

建替の時期は、既存公営住宅の除却時期と密接不可分。
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第６章 長寿命化に関する実施方針 

第６章 長寿命化に関する実施方針 

 

１ 点検の実施方針 

 

 長寿命化に向けては、長期的な視点に立った計画的な修繕と点検の実施による予防保全的な

管理が重要となります。 

 そこで、適正なストック量と質を確保するため、以下の３つの点検に努めていきます。 

 

 ①法定点検 ：法令に基づく適切な点検を実施します。 

 ②定期点検 ：法定点検の対象外の住棟について、建築基準法第１２条の規定に準じて法定

点検と同様の内容の点検を実施します。 

 ③日常点検 ：すべての住棟を対象に、原則、年に１回程度、「点検マニュアル」に従い実施

します。そのほか定期点検と併せた点検や計画修繕前の点検等、計画的・効率

的に行います。 

 

 また、定期点検の結果を「維持管理データベース」に記録し、修繕・維持管理の的確な実施

や次回の点検に役立てます。 

 その他、入居者が専用的に使用するバルコニーや台所・浴室のガスホース等のうち入居者の

安全性に係る部位・部品等については、住宅内部に立ち入る必要があることから、定期点検や

日常点検を実施することが困難であるため、入退去時に確実に点検を行います。 
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第６章 長寿命化に関する実施方針 

２ 計画修繕の実施方針 

 

(１) 計画修繕の基本方針 

 定期点検及び日常点検の内容や、策定指針の P４６～P４９に示されている部位ごとの

修繕周期表を参考に、建物の内外装・設備等の経年劣化に応じて適切な時期に予防保全的

な修繕を行うことで、居住性・安全性等の維持・向上を図ります。 

 ただし、定期点検や修繕実施前の事前調査の結果によって建物の安全性等が確認された

場合には、予定していた計画修繕の実施時期を延期する等柔軟に検討を行い、効率的に工

事を行います。 

 公営住宅等を長期にわたって良好に維持管理していくため、将来見込まれる修繕工事の

内容・修繕時期・必要となる費用等を想定し、別途「長期修繕計画」を策定するよう努め

ることとします。 

 

「長期修繕計画」と「公営住宅等長寿命化計画」の役割は次の通り。 

【長期修繕計画】 

公営住宅等ストックが建替又は用途廃止の時期を迎えるまでの間における計画修繕の実施時期を定

めた計画(３０年以上)。将来的に必要となる計画修繕に係る費用の把握、効率的な計画修繕の実施に資

する。 

【公営住宅等長寿命化計画】 

計画期間(１０年以上)における事業手法や実施内容を明らかにする計画。加えて、適切な維持管理に

よる長寿命化を図るため、国の指針に沿って、点検・修繕等の実施方針を位置づける。 

 

 

(２) 計画修繕の実施項目 

 次頁記載の国の指針に示す標準的な修繕周期表を参考として、以下の項目について計画

修繕の周期を設定します。なお、経年劣化の状況によって周期にこだわらず柔軟に対応し

ます。 

 

◆維持管理（修繕等）の項目別目標周期 

項目 修繕 改善 備考 

① 屋上防水 屋根 １５年 -  

② 外壁 外壁塗装 １５年 -  

③ 建物・金具 バルコニー手摺 １５年 -  

④ 給湯設備 給湯器 １５年 -  

⑤ ガス設備 ガス管 ３０年 -  

⑥ 電灯設備 非常用照明 １５年 -  

⑦ 防災設備 住宅用火災警報器 １０年 -  
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策定指針に示す修繕周期表 
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第６章 長寿命化に関する実施方針 
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第６章 長寿命化に関する実施方針 

３ 改善事業の実施方針 

 

(１) 改善事業の基本方針 

 公営住宅等ストックの整備手法の選定で改善と判断された団地について、以下の方針に

基づいて改善事業（個別改善事業）を実施します。 

  

改善事業類型 実施方針 

【安全性確保型】 

耐震性や避難性に改善が必要な住棟について、耐震改修による躯体の

安全性向上や避難設備・経路の整備・確保、防犯性や落下・転落防止

等の生活事故防止に配慮した改善を行う。 

【長寿命化型 】 

一定の安全性や居住性等が確保されており、長期的な活用を図るべき

住棟において、耐久性の向上や躯体の劣化の低減、維持管理の容易性

向上の観点から予防保全的な改善を行う。 

【福祉対応型 】 
引き続き活用を図る団地について、住戸内、共用部、屋外のバリアフ

リー化を進め、高齢者等が安全・安心して居住できるよう改善を行う。

【居住性向上型】 
引き続き活用を図る団地について、住戸規模・間取りの改善や住戸住

棟設備の機能向上を行い、居住性を向上させる改善を行う。 
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第６章 長寿命化に関する実施方針 

(２) 改善事業の実施項目 

   事業手法の選定フローの１次判定において、居住性に係るバリアフリー性の改善が必要  

  となっています。高齢者等の入居が多くなることが予想されるため、安心・安全に居住で 

  きるよう「福祉対応型」の改善を実施します。 

 具体的な改善対象項目は、下表の公営住宅等ストック総合改善事業の対象項目例示から、 

福祉対応型の項目とします。 

 なお、福祉対応型に限らず、安全性確保型、長寿命化型及び居住性向上型の項目におい 

ても、必要に応じて改善を検討します。 

 

 

 

  

◆公営住宅等ストック総合改善事業の対象項目例示 

 住戸改善 共用部改善 屋外・外構改善 

安
全
性
確
保
型 

・台所壁の不燃化 

・避難経路の確保 

・住宅用防災警報器の設置※1
 

・アスベストの除去等 

・ピッキングが困難な構造の玄関扉

の錠、補助錠の設置、破壊が困難な

ガラスへの取替、防犯上有効な箇

所への面格子などの防犯建物部品

の設置※3 

・耐震診断、耐震改修※2
 

・外壁落下防止改修 

・バルコニーの手摺のアルミ化 

・防火区画の設置 

・避難設備の設置 

・アスベストの除去等 

・地震時官制運転装置等の設置 

・屋外消火栓設置 

・避難経路となる屋外通路等の整備

・屋外通路等の照明設備の照度確保
※3 

・ガス管の耐震性、耐食性向上 

・防犯上有効な塀、柵、垣、植栽の

設置※3 

長
寿
命
化
型 

・浴室の防水性向上に資する工事 

・内壁の断熱性向上、耐久性向上に

資する工事 

・配管の耐久性向上に資する工事 

・躯体、屋上、外壁、配管の耐久性

向上 

・避難施設の耐久性向上 

・配管の耐久性、耐食性向上に資す

る工事 

福
祉
対
応
型

・住戸内部の段差解消 

・浴室、便所等への手摺の設置 

・浴槽、便器の高齢者対応 

・高齢者対応建具 

・流し台、洗面台更新 

・廊下、階段の手摺設置 

・段差の解消 

・視覚障害者用誘導ブロック等の設

置 

・屋外階段の手摺の設置 

・屋外通路等の幅員確保 

・スロープの設置 

・電線の地中化 

居
住
性
向
上
型 

・間取りの改修 

・給湯設備の設置 

・電気容量のアップ 

・外壁、最上階の天井等の断熱 

・開口部のアルミサッシ化 

・浴室のユニットバス化 

・浴室の換気扇設置 

・給水方式の変更 

・外壁の断熱化対応 

・共視聴アンテナ設備設置 

・地上デジタル対応放送 

（当該建物に起因する電波障害

対策の既設共聴アンテナ等の改

修含む） 

・雨水貯留施設の設置 

・地上デジタル放送対応 

（当該建物に起因する電波障害

対策の既設共聴アンテナ等の改

修含む） 

・集会所の整備、増改築 

・児童遊園の整備 

・排水処理施設の整備 

※1.公営住宅への住宅用防災警報器等の設置は「住宅用防災警報器及び住宅用防災報知設備の設置について(通知)(平成 

17 年 9 月 16 日国住備第 50 号)」を参照 

※2.公営住宅等の耐震改修は「公営住宅等の耐震化の推進について(平成 18 年 4 月 28 日国住備第 31 号)」を参照 

※3.公営住宅等の防犯性向上は「共同住宅に係る防犯上の留意事項及び防犯に配慮した共同住宅に係る設計指針につい 

て（平成 13 年 3 月 23 日国住備発第 110 号）」を参照 
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第６章 長寿命化に関する実施方針 

４ 建替事業の実施方針 

 

(１) 建替事業の基本方針 

 事業手法を「建替」とする場合は、以下の点を留意・検討し選定を行います。 

 

① 改善事業による既存ストックの長寿命化を図ることを優先することとし、原則として、

建替事業によらなければ安全性が確保されないなど改善事業による対応が不可能な場合

や、耐用年限を経過し躯体が著しく劣化しているなど、改善事業よりも建替事業を実施

する方がＬＣＣが縮減できる場合等に建替事業を選定します。 

② 安全性の確保に課題のある団地・住棟の建替事業については、優先的に実施します。 

③ 他の団地との集約・再編等についても検討を行います。 

④ 公営住宅等の長期的な活用や統廃合の見通しに立ち、本計画期間内において解決すべき

課題について検討します。また、建替事業スケジュール及び棟数・戸数の妥当性につい

ては、社会情勢や財政状況、従前居住者の意向調整等によって変更することがあります。 

 

 

(２) 建替事業の実施方針 

 

【円滑な住替えのための仮住居等の確保】 

  建替事業を進めるにあたり、従前入居者の仮住居や、移転先住宅が必要となります。 

  適切な募集停止時期の設定や近接団地との統廃合による移転先・仮住居の確保とあわせ 

て、他の機関との連携を図ります。 

【居住者等との合意形成や住環境への配慮】 

  可能な限り計画の初期段階から説明会を開催するなど事業の周知を図り、居住者や周辺  

住民の意見や要望の聞き取り調査をし、当該事業関係者との合意形成に努め、事業を円滑  

に推進します。 

 

 

(３) 計画期間内に実施する建替事業 

   計画期間内における事業手法は、第５章２（４）において「改善」又は「維持管理」

としており、建替事業はありません。 
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第 7 章 長寿命化のための事業実施予定一覧 

第７章 長寿命化のための事業実施予定一覧 

 

１ 事業実施予定一覧の作成の目的 

 

 公営住宅等長寿命化計画の策定は、いつどのような事業を実施するのか、住棟単位で予め計

画上に位置付け、予防保全的な維持管理等を計画的に実施することが、その目的のひとつとな

っています。 

 計画期間内に実施する計画修繕・改善・建替等の事業実施予定を整理するために、次の様式

を作成します。 

 

【様式１】計画修繕・改善事業の実施予定一覧 

【様式２】新規整備事業及び建替事業の実施予定一覧 

【様式３】共同施設に係る事業の実施予定一覧（集会所・遊具等） 

 

２ 作成に際しての留意点 

・事業実施時期が未確定など事業内容等を様式に明記できない場合、見込みである旨の記載

や備考欄に補足記載する等の工夫をする。 

 ・建替事業などで入居者の移転を伴う事業等は、計画が概ね固まった段階で記載することも

考えられるが、計画期間中に実施することが明らかである事業は、幅を持たせた実施年度

を記載し、計画期間内の事業の全体像を把握できるようにする。 

 ・公営住宅等長寿命化計画に盛り込んだ事業について、事業化が困難となった場合や延期す

る場合等は、計画の見直しを行い様式への記載内容も変更する。 

 ・計画期間内に新規整備する団地・住棟について、新規整備後の計画修繕・改善事業等を把

握するため、団地名、住棟番号、戸数、構造、建設年度、次期点検時期等の基礎情報を記

入する。 
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【様式２】新規整備事業及び建替事業の実施予定一覧

　事業主体名：

　住宅の区分： 公営住宅
特定公共
賃貸住宅

地優賃
（公共供給） 改良住宅

法定点検
法定点検に
準じた点検

予定なし

佐井村

LCC
（千円/
年）

その他（　　　　　　　　　　）

次期点検時期
備考

新規又は建
替整備予定

年度
団地名 住棟番号 戸数 構造 建設年度
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第８章 ライフサイクルコストとその縮減効果の算出 

第８章 ライフサイクルコストとその縮減効果の算出 

 

１ ライフサイクルコスト（ＬＣＣ）試算の対象 

 

 改善事業を実施するか建替事業を実施するか判断する際にＬＣＣの比較を行うため、次のよ

うにＬＣＣとその縮減効果の算出を行います。 

 なお、ＬＣＣの試算は、策定指針と合わせて公表する「ライフサイクルコスト（ＬＣＣ）算

定プログラム」を活用します。 

 

 

①新規整備及び建替事業を実施する場合 

 建設、改善、修繕、除却に要するコストを考慮した「ＬＣＣ」を算出する。 

②計画期間内に、長寿命化型改善事業又は全面的改善事業を実施する場合 

 「ＬＣＣの縮減効果」を算出する。 

 

※算出した①のＬＣＣ又は②の縮減効果は、第７章の長寿命化のための事業実施予定一覧の

様式１又は様式２の該当欄に記載する。 

 

 

 

２ ライフサイクルコスト（ＬＣＣ）算定プログラムの仕様と留意点 

 

(１) 算定プログラムの仕様 

  ＬＣＣ試算のため、国が公表している算定プログラムの主な仕様を以下に示します。 

 ・プログラムの対象となる構造は、中層耐火構造（階段室型）、中層耐火構造（片廊下型）、

高層耐火構造の３種で、３種以外の構造の場合は３種のいずれかを活用する。 

 ・建設時点に投資した建設工事費を把握できない場合の建設費（推定再建築費）は、国土  

交通省の住宅局所管事業に係る標準建設費等に示す、建設年度の「１戸当たり標準床面 

積」で建設した場合の「１戸当たり主体付帯工事費」が自動計算で入力となる。 

  ・修繕工事費の見込額は、建設費（推定再建築費）にプログラムの修繕費乗率を乗じて算  

出する。 

 

(２) 算定結果と留意点 

  算定結果の金額は、実際の工事費用を示すものではなく、改善事業を実施するのか建替事 

業を実施するのか、事業手法を検討する判断材料であります。 
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第８章 ライフサイクルコストとその縮減効果の算出 

３ ライフサイクルコスト（ＬＣＣ）の算出 

 

ＬＣＣ＝（建設費＋改善費＋修繕費＋除却費） 〔単位：千円/棟・年〕

現時点以後、将来に発生するコスト（将来の改善費、修繕費、除却費）については、社会的  

割引率（４％）を適用して現在価値化する。 

 

 建設費：当該住棟の建設時点に投資した建設工事費（建設時点に投資した建設工事費を把握できない場合は 

建設当時の標準建設費を代用） 

 改善費：想定される管理期間における改善工事費の見込み額から改善事業を実施することにより不要となる  

修繕費を控除した額 

 修繕費：管理期間における修繕工事費の見込み額。（典型的な修繕計画モデルから得られる修繕費乗率を建  

設費に乗じて算定される累積修繕費を代用してもよい） 

 除却費：想定される管理期間が経過した後の除却工事費の見込み額 

 

 

４ ライフサイクルコスト（ＬＣＣ）の縮減効果の算出 

 

 長寿命化型改善事業又は全面的改善事業を実施する場合のＬＣＣの縮減効果の算出の基本

的な考え方は次のとおり。 

 

①1 棟のＬＣＣ縮減効果 ＝ ＬＣＣ（計画前）－ＬＣＣ（計画後） 〔単位：千円/棟・年〕

②ＬＣＣ（計画前）＝ 
 建設費＋修繕費＋除却費

評価期間  改善非実施
 ※1 〔単位：千円/棟・年〕

③ＬＣＣ（計画後）＝ 
（建設費＋改善費＋修繕費＋除却費）

評価期間（改善実施の目標管理期間）
 ※2 〔単位：千円/棟・年〕

※1：②の（建設費＋修繕費＋除却費）は、改善事業を実施しない場合に想定される管理期間に要するコス

ト。 

※2：③の（建設費＋改善費＋修繕費＋除却費）は、改善事業を実施する場合に想定される管理期間（目標

管理期間）に要するコスト。 

現時点以後、将来に発生するコストについては、社会的割引率（４％）を適用して現在価値

化する。 
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第８章 ライフサイクルコストとその縮減効果の算出 

(１) ＬＣＣ（計画前）の建設費、修繕費、除却費、評価期間の考え方 

 建 設 費：推定再建築費（建設時点に投資した建設工事費×公営住宅法施行規則第２３条の率）。ただし、

建設時点に投資した建設工事費を把握できない場合は、建設当時の標準建設費で代用。 

 修 繕 費：評価期間（改善非実施）末までに実施する修繕工事費。（典型的な修繕計画モデルから得られる修  

繕費乗率を建設費に乗じて算定される累積修繕費を代用してもよい） 

 除 却 費：評価期間（改善非実施）末に実施する除却工事費。 

 評価期間：改善事業を実施しない場合に想定される管理期間。物理的な劣化や社会的価値の低下に伴い供用  

に適さない状態になるまでの期間といえるが、建替前の平均的な供用期間（構造種別）を評価期  

間としてもよい。 

 

(２) ＬＣＣ（計画後）の建設費、改善費、修繕費、除却費、評価期間の考え方 

 建 設 費：（１）の建設費に同じ。 

 改 善 費：公営住宅等長寿命化計画に基づき改善事業費、及び公営住宅等長寿命化計画の計画期間以後に想 

定される改善事業費の総額から修繕費相当額を控除した額。 

 修 繕 費：評価期間（改善実施）末までに実施する修繕工事費。典型的な修繕計画モデルから得られる修繕  

費乗率を建設費に乗じて算定される累積修繕費を代用してもよい。 

 除 却 費：評価期間（改善実施）末に実施する除却工事費。 

 評価期間：改善事業を実施する場合に想定される管理期間（目標管理期間）。 

 

 

５ ライフサイクルコスト（ＬＣＣ）の試算結果 

 

(１) 新規整備及び建替事業を実施する場合 

  本計画において、新規事業及び建替事業の実施はありません。 

 

(２) 計画期間内に、長寿命化型改善事業又は全面的改善事業を実施する場合 

  計画期間内に長寿命化型改善又は全面的改善を実施する住棟はありませんが、古佐井大町  

団地は、計画期間内に「福祉対応型」の改善を実施します。当団地は平成３０年に屋根及び  

外壁等を改善していることから、耐用年限を１０年延ばし「４０年」として、更に令和１５ 

年に屋根及び外壁等の改善を計画しています。 

  これらの計画をもとにＬＣＣの縮減効果を試算した結果は、「１２４,５６２円／戸・年」

となります。住棟全体（５戸）では年間「６２２,８１０円」の縮減効果が出る結果となって

います。 

  次頁が、古佐井大町団地のＬＣＣの算定結果となります。 

 

 

-57-



モデル住棟別LCCの算定 ：入力欄

■住棟諸元
団地名 評価時点（和暦）
住棟番号 H31
戸数
構造
建設年度
建設年代
モデル住棟
経過年数

■改善項目
項目
全面的改善

屋上防水 416,000 円/戸 35 年
床防水
外壁塗装等 576,000 円/戸 35 年
鉄部塗装等
建具（玄関ドア、MB扉）
建具（アルミサッシ）
福祉対応（スロープ、リビング戸） 300,000 円/戸 24 年
金物類
給水管、給湯管
貯水槽
給水ポンプ
排水設備
ガス設備
給湯器
共用灯
電力幹線・盤類
避雷設備
電話設備
テレビ共聴設備
連結送水管
自火報設備
ＥＶ保守
ＥＶ更新
流し台
浴室ﾕﾆｯﾄ
ﾚﾝｼﾞﾌｰﾄﾞ
24h換気
経常修繕

計 1,292,000 円/戸

■修繕項目

全面的改善
屋上防水 35 年
床防水
外壁塗装等 35 年
鉄部塗装等
建具（玄関ドア、MB扉）
建具（アルミサッシ）
福祉対応（スロープ、リビング戸） 24 年
金物類
給水管、給湯管
貯水槽
給水ポンプ
排水設備
ガス設備
給湯器
共用灯
電力幹線・盤類
避雷設備
電話設備
テレビ共聴設備
連結送水管
自火報設備
ＥＶ保守
ＥＶ更新
流し台
浴室ﾕﾆｯﾄ
ﾚﾝｼﾞﾌｰﾄﾞ
24h換気
経常修繕

計

除却費 2,077,400 円/戸 ←床面積79.90㎡×26,000円

項目
改善項目と

重複する修繕項目
修繕実施時点の経過年数

村営古佐井大町団地
Ａ～Ｅ号

5
中耐階段室型

H10
H7

H7中耐階段室型

21

費用 改善実施時点の経過年数

－

1

1

1

3 －

ＬＣＣ算定プログラムの対象となる構造に

は、「木造」がないことから、３種類の中か

ら「中層耐火構造階段室型」を選択して算

定する。
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■計画前モデル
項目 費用等

① 評価期間（改善非実施）Ａ 30 年

②-1 修繕費Ａ１（現時点まで） 2,481,270 円

②-2
修繕費Ａ２（現時点から評価期間Aまで）
（現在価値化）

2,047,820 円

② 修繕費Ａ 4,529,090 円

③ 建設費（推定再建築費） 12,893,300 円

④-1 除却費 2,077,400 円

④-2 除却費の現在価値化係数 0.703

④ 除却費Ｂ（現在価値化） 1,459,554 円

⑤ 計画前ＬＣＣ　（（②＋③＋④）÷①） 629,398 円／戸・年

■計画後モデル

項目 費用等

⑥ 評価期間（改善実施）Ｂ 40 年

⑦-1
修繕費Ｂ２（現時点から評価期間Ｂまで）
（現在価値化）

3,572,375 円

⑦-2
長寿命化型改善のうち計画修繕費相当分
（現在価値化）

579,086 円

⑦ 累積修繕費Ｂ　（②-1＋⑦-1-⑦-2） 5,474,559 円

⑧-1 長寿命化型改善費 1,292,000 円

⑧ 長寿命化型改善費（現在価値化） 839,554 円

⑨ 建設費（推定再建築費） 12,893,300 円

⑩-1 除却費 2,077,400 円

⑩-2 除却費の現在価値化係数 0.475

⑩ 除却費Ｂ（現在価値化） 986,022 円

⑪ 計画後ＬＣＣ　（（⑦＋⑧＋⑨＋⑩）÷⑥） 504,836 円／戸・年

■LCC縮減効果
項目 費用等

⑫ 年平均縮減額　（⑤－⑪） 124,562 円／戸・年

⑬ 住棟当たりの年平均縮減額（⑫×戸数） 622,811 円／棟・年

備考

長寿命化型改善事業を実施しない場合に想定
される管理期間

現時点までの各年の修繕費を累積した費用

現時点＋１年から①評価期間（改善非実施）Ａ
までの各年の修繕費を現在価値化し累積した
費用

②-1と②-2の合計

建設当時の標準建設費に公営住宅法施行規
則第23条の率を乗じた額

現時点における除却費

①評価期間（改善非実施）Ａ末における現在価
値化係数

①評価期間（改善非実施）Ａ末における除却費

－

長寿命化計画に基づく長寿命化型改善事業
費及び長寿命化計画の計画期間以後に想定
される長寿命化型改善事業費の総額、当該改
善を複数回行う場合はそれらの合計費用

備考

－

年平均縮減額がプラスであれば、ＬＣＣ縮減効
果があると判断

⑧-1長寿命化型縮減費を項目別の実施時点
の経過年数に応じて現在価値化し、累積した
費用

建設当時の標準建設費に公営住宅法施行規
則第23条の率を乗じた額

現時点における除却費

⑥評価期間（改善実施）Ｂ末における現在価値
化係数

⑥評価期間（改善実施）Ｂ末における除却費

－

備考

長寿命化計画に基づく長寿命化型改善事業
（ＬＣＣ算定対象）及び長寿命化計画の計画期
間以後に想定される長寿命化型改善事業（ＬＣ
Ｃ算定対象）を実施する場合に想定される管
理期間（目標管理期間）

現時点＋１年から⑥評価期間（改善実施）Ｂま
での各年の修繕費を現在価値化し累積した費
用

計画後に実施する長寿命化型改善のうち計画
修繕相当分

②-1と⑦-1の合計から、⑦-2を減じた額
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